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本資料には、事業戦略及び数値目標等の将来の見通しに関する記述が含まれております。こうした記述は、本資料の作成時点において入手可能

な情報並びに事業戦略及び数値目標等の将来の見通しに影響を与える不確実な要因に係る本資料の作成時点における仮定（本資料記載の前提

条件を含む。）を前提としており、かかる記述及び仮定は将来実現する保証はなく、実際の結果と大きく異なる可能性があります。

また、事業戦略及び数値目標等の将来の見通しに関する事項はその時点での当社の認識を反映しており、一定のリスクや不確実性等が含まれて

おります。これらのリスクや不確実性の原因としては、与信関係費用の増加、株価下落、金利の変動、外国為替相場の変動、保有資産の市場流動

性低下、退職給付債務等の変動、繰延税金資産の減少、ヘッジ目的等の金融取引に係る財務上の影響、自己資本比率の低下、格付の引き下げ、

風説・風評の発生、法令違反、事務・システムリスク、日本及び海外における経済状況の悪化、規制環境の変化その他様々な要因が挙げられます。

これらの要因により、将来の見通しと実際の結果は必ずしも一致するものではありません。

当社の財政状態及び経営成績や投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項については、決算短信、有価証券報告書、統合報告

書（ディスクロージャー誌）等の本邦開示書類や当社が米国証券取引委員会に提出したForm 20-F年次報告書等の米国開示書類等、当社が公表い

たしました各種資料のうち最新のものをご参照ください。

当社は、東京証券取引所の定める有価証券上場規程等により義務付けられている場合を除き、新たな情報や事象の発生その他理由の如何を問わ

ず、事業戦略及び数値目標等の将来の見通しを常に更新又は改定する訳ではなく、またその責任も有しません。

本資料は、米国又は日本国内外を問わず、いかなる証券についての取得申込みの勧誘又は販売の申込みではありません。

連結業務純益： 連結粗利益－経費（除く臨時処理分）＋持分法による投資損益等連結調整

親会社株主純利益： 親会社株主に帰属する当期（中間）純利益

2行合算： BK、TBの単体計数の合算値

グループ合算： BK、TB、SC、AM及び主要子会社の単体計数の合算値

カンパニー管理ベース：各カンパニーが集計した管理計数（2015年度までの実績値は旧ユニットが集計）

本資料における

計数及び表記の取扱い

みずほフィナンシャルグループ(FG)、みずほ銀行(BK)、みずほ信託銀行(TB)、みずほ証券(SC)

アセットマネジメントOne（AM）、〈みずほ〉はみずほグループの総称

リテール・事業法人カンパニー（RBC）、大企業・金融・公共法人カンパニー（CIC）、グローバルコーポレート

カンパニー（GCC）、グローバルマーケッツカンパニー（GMC）、アセットマネジメントカンパニー（AMC）

グローバルプロダクツユニット（GPU）、リサーチ&コンサルティングユニット（RCU）

略称

用語の

定義
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業務粗利益

経費

業務純益

5ヵ年経営計画の骨子

課題・環境認識 基本方針と重点戦略

(億円)

収益計画

営業チャネル最適化や新規事業領域の拡大を通じて
安定収益構造への転換と、お客さまの想いや希望・
成長を実現

18年度
（実績）

19年度
（計画）

21年度
（計画）

23年度
（計画）

▲25.1% 1.7% 5.7% 9.2%当期利益ROE

95

1,600

▲1,300億円
(18年度比)

+200億円
(18年度比)

■ 金利収支の減少を主因に 「安定収益 ＜ 固定費」

■ 店舗への来店者数は減少

投資運用商品残高

M&A（中堅・中小企業）

15年度⇒18年度
実績

+9兆円

3メガ中2位

15年度⇒18年度
計画

+10兆円

3メガ中1位

前中計KPIの達成状況

＜単月の利用者数 ＞

＊3.各年度3月単月の来店・利用者数
- 来店数：店頭取引、相談/セミナーなど
- ダイレクト：みずほダイレクト（インターネット

バンキング）のログイン者数

3,600

重点戦略

最適なチャネルネットワークの構築

新たな事業領域の拡大

対面コンサルティング強化
利便性の高い

非対面サービス向上

新たなビジネスカルチャーの確立

基本
方針

（億円）

構造改革による経費削減と安定収益基盤の確立が課題

*3

（千人）

180

1,000

*4

*5

*4.個人・法人合算ベース *5.リフィニティブ（旧トムソンロイター）、日本企業関連、不動産案件を除く

15年度

17年度

安定収益

5,360

5,060

固定費

△4,930

△5,160

*1

18年度 5,060 △5,020

＜収支等推移 ＞

*1.金利収支、決済収支等
*2.人件費、システム費等

差額

＋430

△100

*2

＋40

2006年度 2018年度

1,000

600
800

2,800

来店者数 ダイレクト利用者数

ＳＣ
資産導入実績

業界NO.１

*6: グループ合算、管理会計(19年度ルール)
18年度実績は、19年度管理会計ルールに組み替えて算出、計画値は概数

*6 



6

収益計画全体感

■構造改革による経費削減と安定収益基盤の確立
業務粗利益：+200億円

経費：△1,300億円

1,600

95

+550

+430

+100
+230

+270

+300

△540

人件費

ｼｽﾃﾑ費

ｵﾌｨｽ費

個人運用

法人
ｿﾘｭｰｼｮﾝ

新規
ﾋﾞｼﾞﾈｽ

金利収支などその他経費

+160

18年度 23年度

国内拠点

人 員

△100拠点 △130拠点

△0.8万人 △1.4万人

21年度まで 24年度まで

抜本的構造改革
（定量イメージ）

業務純益

*1 17/3末対比、含む他カンパニー

*2 17/3末対比

*1 *1

*2 *2

業務純益
+1,500億円
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最適なチャネル・ネットワークの構築

みずほの
現状

■安定収益（金利収支・決済収支）の減少

■有人店舗に依存したネットワーク
⇒来店者数の減少

お客さま
ニーズの

変化

■ライフスタイルの多様化・デジタル化

■人生100年時代への準備

金融業界の
構造変化

■低金利環境の継続

■競合の変化

拠点数削減

統廃合／

共同店舗化
約130拠点

- 統廃合90拠点、共同店舗化40拠点

- 21年度迄に8割の拠点数削減を完了

次世代店舗化

事務の場から

コンサルティングの場へ
全拠点

- 店頭事務のオペレーションレス・
ペーパーレス（タブレット＋MINORI  連携）

- 後方事務のビジネスオフィス集約

- 銀・信・証ワンストップ化

ネット／スマホの利便性向上

定型的な取引の非対面完結

- 定型的な取引のメインチャネルとして
インターネット・スマートフォンを活用

- キャッシュレス・オンラインレンディング

⇒利便性の高いサービスへのニーズ拡大

⇒資産形成、事業承継などの相談ニーズ

お客さまニーズの変化に対応した「利便性が高く最適なチャネル・ネットワーク」の構築

*2: .口座開設、送金・振込、諸届など

*2

*1

*1: .新勘定系システム
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個人運用・承継ビジネス

総合資産コンサルティング（Goals-based）への変革

ＢＫ ＳＣ ＴＢ

定型的な運用ニーズ発掘
（全保有資産の把握） 従来は対面連携

高度な運用・承継ニーズの
発掘

高度な運用ニーズ
への対応

残高・利用者増加により

業粗＋270億円（FY18対比）

「WEB遺産整理」など

「ネット倶楽部」

（ネットサービス）

＋200億円

(18年度比)

＜個人運用収益推移＞

＜資産残高・利用者数推移＞

コ
ア
層

対
面
中
心

一
般
層
対
面
・非
対
面

RM：3割

ＲＭ

7割⇒10割

職域先担当

リモートRM

ローテラー

1割

運用資産残高拡大を中心とした業績牽引 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

販売収益

安定収益

育成強化

営業体力
重点化①

資産形成ニーズへの対応

業績牽引
見直し

銀・信・証一体の推進体制
① 195ヶ店の銀・信・証共同店舗

② ＳＣ資産導入実績業界NO.１（4年連続） ③ 3メガトップクラスの不動産ニーズ対応実績

④ 銀・信・証の富裕層向け会員制サービス「みずほプレミアムクラブ」

【課題・環境認識】 人生100年時代への対応／市況に依存する不安定な収益構造

強み 取組効果

＋70億円

シルバー金融サービス

営業体力
重点化②

高度な承継ニーズ
への対応

(承継に伴う不動産対応)

(18年度比)

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

運用資産残高

運用商品利用者数

+6兆円

(18年度比)

+60万人
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<みずほ>メインのお客さま拡大

メイン先 非メイン先

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

貸出金残高
利鞘率

55%

法人ソリューション①

事業承継や成長戦略の支援などを通じて<みずほ>メインのお客さまを増やす

取引メイン先
＋5千社

業粗＋230億円

貸出金収支反転

資金調達 事業承継 資本政策

海外戦略 不動産 資産運用

11千社

(事業承継ﾆｰｽﾞ先：5千社)

9千社

(事業承継ﾆｰｽﾞ先：4千社)

メイン志向先既メイン先

現状 重点投入後

30%

15%

45%

35%

20%

非対面による
ｱﾌﾟﾛｰﾁ強化

（RM渉外体力割合） ＜メイン・非メイン業粗比較＞

2倍超

＜貸出残高・利鞘率計画＞
（既ﾒｲﾝ先・ﾒｲﾝ志向先等）

既メイン先

メイン志向先

その他

事業承継 ：+120億円

成長戦略
支援 ：+110億円

（18年度対比）

銀行 信託 証券

本部・営業店一体での案件発掘ＰＤＣＡ

【課題・環境認識】 先行き不透明な事業環境／貸出残高は増加するも当面は金利収支の減少が継続

グループ一体でのソリューション提供

① コンサルティング部隊700名によるサポート
（BK/TB/RI/IR）

② 3メガトップクラスの不動産ニーズ対応実績

営業体力重点化

ＲＩ ＩＲ

CRMの活用高度化

対面コンサルティングによる経営課題の発掘

営業店

営業店・本部・グループ一体でのソリューション提供

取組効果強み
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法人ソリューション②

情報提供
資金調達

(ﾚﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ)

決済

EB･振込/ﾃﾞﾋﾞｯﾄ
口座開設･預金

法人口座開設
ﾈｯﾄ受付

みずほ
ﾋﾞｼﾞﾈｽWEB

みずほ
ﾋﾞｼﾞﾈｽﾃﾞﾋﾞｯﾄ

MIZUHO 
Membership One

（ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ機能追加）

≪主なサービス・サポート内容≫

・ 大企業とのビジネスマッチング（商談）： 約1,200件

・ メンター（企業経営者・アントレプレナーなど） ： 約40名

・ サポートカンパニー（主に大手上場企業） ： 約60社

・ 他、資金調達支援、セミナー開催など

■ 従来、対面チャネルでアプローチできていなかった
中小企業70万社への接点を拡大

みずほｽﾏｰﾄ
ﾋﾞｼﾞﾈｽﾛｰﾝ

中小企業に適したツール・情報の”非対面”による提供スキーム

みずほスマートポータル（中小企業向けポータルサイト）

中堅・中小企業の既融資先
約10万社

約80万社

BK取引先
本件アプローチ想定顧客層

約70万社

シード アーリー ミドル レイター

これまでの
取組み領域

今後の
注力領域

＜企業価値＞

■ スタートアップ企業に成長機会を提供する会員サービス

■ 約2,500社の会員数

■ ユニコーン企業群の創出に向け、レイターステージの

資金供給・事業価値向上に向けた支援を実施

エクイティ出資

強み①

トップクラスの
IPO実績

強み③

イノベーション企業支援への取組み 非対面完結型ビジネスモデルの確立

１．スタートアップ企業支援プログラム～M’s Salon～

２．アクセラレーションからＥＸＩＴまでの一貫支援

強み②
*

* 2018年度開催「イノベーションマッチングフォーラム」における商談件数

＜成長ｽﾃｰｼﾞ＞
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新たな事業領域の拡大

ソーシャル・メディア経済圏への
アクセス

LINE銀行/LINE Credit

デジタル・ネイティブ世代への
リーチを拡大

×

【社会の変化】 スマートフォンが主役となった生活・市場経済

スマートフォンは「最も効果的かつ効率的な顧客インターフェース」

⇒ 顧客とのエンゲージメントを築く最善のチャネル

モバイル・アプリを通じて顧客体験を高める

スマホ×デジタル技術（ＡＩ）

AIスコア・レンディング(J.Score)

新たな資金需要の喚起による
顧客層の拡大

×

中小企業向けオンラインレンディング

×

新たな金融プラットフォームの提供

J-Coin Pay

× 約60の金融機関

キャッシュレス決済ビジネス

5,600万人超の個人と
日本中の法人へのアクセス

新たな事業領域への拡大効果 業粗+300億円（FY18対比）

データビジネスへの展開

蓄積した「<みずほ>データ」 × 「外部データ」を活用した新たなビジネスモデルの創造
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新たなビジネスカルチャーの確立

新たなビジネスカルチャー
新
し
い
評
価
制
度
（営
業
店
・本
部
）

安定的な収益基盤の確立

「お客さま」への価値提供が起点

～金融業から「サービス業」へ意識転換～

お客さまの支持に裏打ちされた
安定収益基盤の確立

経営・本部

営業部店

お客さま

お客さま満足
提供価値の対価

全ての従業員がお客さまのために

お客さま満足を起点とした評価

～お客さま評価・プロセス指標・成果指標～

18年度 23年度

1,200

40

＜「安定収益」－「固定費」＞
（億円）



大企業・金融・公共法人カンパニー
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19,629 

15,648 
14,198 

15/3末 18/3末 19/3末

18年度実績レビュー

収益実績 バリューチェーンビジネスの進化／KPI

*1：18年度ルール、管理会計、18年度計画値は修正計画

（億円）

*1

収益構造 政策保有株式の削減*2

【 金利・非金利 】 【 安定・アップサイド 】

*3: 安定 ＝ 金利収支＋1億円以下非金利、ｱｯﾌﾟｻｲﾄﾞ = 1億円超非金利
*2: 18年度ルール、管理会計、金利収支に配当等を含む

事業戦略
議論

XB
M&A FA

DCFX

ブリッジ

PMI
資産売却

パーマ
ネント

18年度劣後債
引受シェア

 グループ連携力における強みを発揮し、収益機会を極大化

前中計目標 △5,500億円

（億円）

Cross Border 
M&A

Value Chain

順位 シェア
1位 37%

M&A

2

3

DCM

*6

*4

ECM *5

1

18年度計画 実績

1位

2位

5位
1位

ﾄｯﾌﾟｸﾗｽ

1位

4位

6位
2位

ﾄｯﾌﾟｸﾗｽ

*4: 引受金額 ﾎｰﾙｾｰﾙ事業債、電力債、個人債の合算（銀行債、自己募集を除く） （出所）ｱｲ・ｴﾇ情報ｾﾝﾀｰ
*5: 内外ｴｲｸﾃｨ引受金額 （出所）ﾘﾌｨﾆﾃｨﾌﾞ(旧ﾄﾑｿﾝ・ﾛｲﾀｰ)
*6: 日本企業関連公表案件 不動産案件を除く 上段：金額、下段：件数 （出所）ﾘﾌｨﾆﾃｨﾌﾞ(旧ﾄﾑｿﾝ・ﾛｲﾀｰ)
*7: 信託（含む子会社）、内部管理ベース *8: （出所）ﾘﾌｨﾆﾃｨﾌﾞ（旧ﾄﾑｿﾝ･ﾛｲﾀｰ）情報を元にみずほ証券が作成

 計画達成。業務粗利益は過去最高益

17年度実績 18年度計画 18年度実績 計画比 前年度比

業務粗利益 4,314 4,625 4,738 +113 +424

業務純益 2,295 2,616 2,761 +145 +467

当期利益 2,679 3,132 3,248 +116 +569

 マイナス金利が継続する状況下、金利収支は前年比増加
 安定収益比率 は65％。安定した顧客・収益基盤に強み

18年度

4,738億円

40%
金利 非金利

60%

 5,430億円を削減、応諾ベース（△5,800億円）で計画達成

連結
取得原価

△5,430億円

（応諾ベース△5,800億円）

+76億円 +272億円
（除く配当）

*9: 含むRBC分

*9

不動産 *7

*8

件数

金額

安定 アップサイド

金利 40%

非金利 25% 35%

粗利合計 65% 35%

*3
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2,537 
2,380 

2,600 
2,900 

1,200

1,700

2,200

2,700

3,200

-2,500

-1,500

-500

500

1,500

2,500

3,500

4,500

5,500

18年度

実績

19年度

計画

21年度

計画

23年度

計画

業務粗利益

経費

業務純益

14,198 

19/3末 22/3末

計画

24/3末

計画

収益計画

5ヵ年経営計画骨子

課題・環境認識

(億円)

メガトレンド デジタル化 人口減少 グローバル化

お客さま
ニーズの変化

イノベーションの
加速

アジア成長の
取込み

産業構造の
転換

基本戦略と重点戦略

政策保有株式に替わるお客さまとの新たな関係を構築
産業知見や目利き力を活かし、新たなビジネス機会を創出

取組みの方向感

1 事業領域の拡大
 投資・リース等を活用した、

事業リスクシェアへの取組みの強化

2 収益構造の変革
 事業ポートフォリオ戦略の構築
 内部リスク資本の再配分

3 ビジネス基盤の高度化
 リスク管理体制の高度化
 キャリアデザイン戦略の策定

産業構造変化の中での事業展開の戦略的パートナー

政策保有株式削減計画

3年／3,000億円削減
（億円）

連結
取得原価

*1： グループ合算、管理会計(19年度ルール)、含む持分法投資損益、 18年度実績は19年度管理会計ルールに組み替えて算出、計画値は概数 ＊2：18年度実績は特殊要因調整後 *3： 含むRBC分

*1

*2

*3

削減を継続

当期利益ROE 14.6% 11.0% 11.3%

ビジネス
構造

経営基盤

財務構造

CICの構造課題

 既存事業領域の成長余地は限定的

 新たなﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙを支えるﾘｽｸ管理体制と
担い手となる人材にﾐｽﾏｯﾁ

 ｸﾚｼﾞｯﾄｻｲｸﾙに相関したﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ
 内部ﾘｽｸ資本の大宗を政策株が占める構造

産業知見

顧客基盤

グループ
連携力

CICの強み

12.2%
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3,740 3,670 3,760

640

210

18年度

実績

21年度

計画

23年度

計画

既存領域 株式配当 SI リース等

18年度

実績

21年度

計画

23年度

計画

既存 新規

収益計画ロードマップ 業務粗利益＋リース等持分法投資損益 経営資源の再配分

*1：18年度実績は特殊要因調整後

*

内部リスク資本

人員

（億円）

（兆円）

2,630 2,510
2,360

90

20

2,450名

2,580名

2,650名

△150名

△120名

70

＋20名

＋50名

△270名

+70名

 ｴｸｲﾃｨ･ﾒｻﾞﾆﾝ等のｽﾄﾗﾃｼﾞｯｸ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ領域（以下、SI）に
加え、ﾘｰｽﾋﾞｼﾞﾈｽ等の新規事業領域の収益を拡大

 政策保有株式売却による配当減少を打ち返し、5年で
350億円の増益計画

 株式売却により開放したリスク資本余力を成長領域に
再配分、資本効率を改善

 既存領域の人員を削減、新規領域（SI、リース）は強化

4,590
4,700

4,940

350億円

収益計画ロードマップ/経営資源の再配分

1.20 
0.90 

0.79 
0.85 

0.11 

18年度

実績

21年度

計画

23年度

計画

株式 既存領域 SI

削減を継続

減少

拡大

拡大

拡大

減少

削減

2.10
1.94

1.93
拡大
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エクイティ・メザニン投資戦略

投資計画・パイプライン 案件事例

 PE FundによるB社追加買収案件へのLBOシニアとメザニン投資案件

PE Fund

HD Company

A社 B社

Ａ社買収
貸付人

Ｂ社買収
シニア

Ｂ社買収
メザニン

既往
LBO

追加
LBO

出資

買収 追加買収

ストラクチャー

出資

LBOメザニンを活用した買収ファイナンスへの対応

ストラクチャー

投資

バリューアップ

Mizuho ASEAN
PE Fund

戦略的提携

サポート／アドバイス

日本企業 現地企業

Mizuho ASEAN Private Equity ファンドの組成・運用

 アジア企業を対象とする当行PE Fund、日系企業とのマッチング等
を切り口にValue Up、Exitを目指す投資戦略

 2018年度から二号ファンド（約USD300M）を運用開始
Startup
インフラ

PEファンド

LBO
ハイブリッドローン

インフラ
不動産

パイプラインの状況

 足元、7,500億円のパイプラインを積み上げ

 個別案件のリスクリターン、投資ポートフォリオの状況を踏まえ、
セレクティブに投資実行

パイプライン

7,500億円

メザニン投融資
90%

ファンド投資

10%
ファンド投資

メザニン投融資

210 230 

18年度

実績

19年度

計画

21年度

計画

23年度

計画

投資計画（EXP・末残） 収益計画（業務粗利益）

（億円） （億円）

B社買収

B社買収

A社買収

12,800 
14,500 

18年度

実績

19年度

計画

21年度

計画

23年度

計画
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リース・ファイナンス事業
における提携

リース戦略

みずほリース

23.5%

50%

50%
みずほ丸紅
リース

*1: 現興銀リース。同社における第50回定時株主総会（2019年6月開催予定）での承認を前提 *2: 仮称、現エムジーリース。同社の商号を変更することを前提として協議中 *3: 2019年2月26日公表

*4: 2019年5月22日公表の興銀リースグループ第６次中期経営計画より抜粋

金融・リース事業

海外子会社
・関連会社

• 協業の実現に向け協議
• 将来的にみずほ丸紅リースへ合流する方向で検討予定

*1

*2

持分法適用関連会社化

*3

（参考）数値目標 親会社株主に帰属する当期純利益

グローバル、医療・ヘルスケア、環境・エネルギー、テクノロジー

シェアリングエコノミー進展の流れを捉えたビジネスモデルの変革

リース事業の取込み リース事業の方向感

*4

5%（予定）

（億円）

• 海外リース・ファイナンス事業の協業
• 新規海外事業投資

みずほ

丸紅

• リース・ファイナンス事業の強化・拡充
• 「新ビジネス戦略」の共同推進

－サービスビジネス、共同事業運営、商流サポート

111 116 124 136
166 170

300

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

(計画)
23年度

(計画)

1 みずほ・丸紅との連携強化

2 成長領域への注力

3 新たなビジネスモデルの創出

134億円
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ビジネスモデル変革への取組み

19/5実績
（億円）

DCM
国内普通社債

1位

ECM
内外総合ｴｸｲﾃｨ 5位

M&A
内外総合/金額 4位

2

3

1

案件ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ 主要KPI

6,440 

6,820 

18年度 19年度

+380

 貸出残高は19年度も引続き増加基調
 スプレッドは、利鞘の厚いプロダクツ関連貸出で

コーポレート貸出の低下をカバー、全体では横這い

22

23

24

25

26

27

18/3末 19/4末

貸出末残

（兆円）

+2.7兆

（bp）

40.0

50.0

60.0

17上 17下 18上 18下

貸出スプレッド

プロダクツ

全体

コーポレート

足許パイプラインの状況 (19/5末時点)

ミッション 日本経済の成長
社会的
課題

人口減少・高齢化

ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
産業ﾄﾗﾝｽ
ﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ

ｱｼﾞｱの
成長取込

解決策 生産性向上

〈みずほ〉のプラットフォームを通じ、エクイティ を武器 に

ビジネスシーズを コネクト し、オリジネーションを推進

〈みずほ〉のプラットフォーム ビジネスシーズコネクトのイメージ

Mizuho Platform

金法・
Global
投資家

中堅
中小

アジア・
欧米

リース

Startup

公共
法人

大企業

Fund

新たな

ビジネス

の創造

リース

MaaS

自治体

オペレーター

Mobility Fintech

Smart
Inbound

旅行会社

交通インフラ投資家

Local Food
観光資源

統合施設

Mobility革命

Smart Inbound戦略

MaaSプラットフォーム
に参画。事業者・自治
体・個人をコネクト

〈みずほ〉の金融プラッ
トフォームを活用し、
新たな事業を創造

〈みずほ〉の地域顧客
基盤と国内外投資家
基盤をコネクト

地方創生の新たな
事業を創造

プラットフォームを活用した新たな価値創造

BK CI部門貸出



グローバルコーポレートカンパニー
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73%
74%

0

50

100

150

200

250

300

貸出
預金
貸出に対する預金の割合

0

200

400

600

800

1,000

預金 外為 ﾄﾚｰﾄﾞﾌｧｲﾅﾝｽ

0
200
400
600
800
1,000
1,200
1,400
1,600
1,800
2,000

(3,000)

(2,000)

(1,000)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

業務粗利益 経費 業務純益

2,509 2,519 

74%

61%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

2,000

2,100

2,200

2,300

2,400

2,500

2,600

2,700

経費 経費率

18年度実績レビュー

 トランザクション収益は
為替・預金を中心に大幅
に 伸 長 、 前 年 度 比
約30％増

 米ドル金利の利上げ効
果に加えて、アジア日系
を中心としたボリューム
の取込みに成功

 18年度業務純益は、前年
度比＋87％と計画を大幅
に上回る水準

 適切な経費コントロール
に加え、好調な貸出関連
収益及びトランザクション
関連収益の増加が大きく
寄与

（億円）

917

17年度 18年度

（億円）（USD B）

計画 実績

1,363

1,712

業務純益 トランザクションバンキング

コストコントロール

 海外人員適正化や同一
国内業務集約等の施策
に よ る 経 費 増 抑 制 、
トップラインの増加を通じ、
経費率は大幅に低下

＋30％

＋87％

 良質な貸出金を積み上げ
つつ粘着性のある顧客預
金を獲得。預金カバー率
は70～80％程度を維持

 ストレステスト等を通じて
外貨流動性リスクを厳格
に管理、きめ細かいバラ
ンスシートコントロールを
実施

外貨預貸バランス

19/3末18/3末

16年度 17年度 18年度
16年度 17年度 18年度

980

*1: グループ合算、管理会計(18年度ルール) *2: BK(含む海外現地法人、国内ブック分・他カンパニー分)、管理会計、中銀預金を含まず

*1 

*1 *2 
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1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

1,600

1,700

1,800

1,900

(4,000)

(3,000)

(2,000)

(1,000)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

業務粗利益

経費

業務純益

5ヵ年経営計画の骨子

環境・課題認識／基本方針

前中計KPIの達成状況

１ 海外非金利収支*1

2
米国DCMリーグ
テーブル*2

3 外貨預金残高*3

*1: コミットメント・フィー、受入保証料等を除く
*2: Dealogic、投資適格以上の米国企業が発行する発行額2.5億米ドル以上の債券
*3: 外貨建顧客預金残高、15年度見込対比での計画値

+ 30%

10位以内

+ 10%

15年度
→ 18年度

中計目標

±0%

8位

+ 23%

15年度
→ 18年度

実績

環境

新バーゼル等を睨んだ事業の資本効率見直し

持続的成長と安定的外貨調達の両立

強靭な収益構造の確立

成長著しいアジアは域内外資金フローの拡大が継続

北米は引続き世界最大の資本市場

内外規制強化に伴い海外事業コストは増加

課題

収益計画

当期利益ＲＯＥ 5.5% 6.7% 7.2% 7.7%

1,570
1,700

トレードフローとキャピタルフロー双方をグローバルなバリューチェーンの中で取込み、トランザクションバンキング等の

『みずほの強み』を活かせる成長領域で安定収益基盤を強化しながら、アップサイド収益を追求

19年度
(計画*6)

18年度
(実績*5)

21年度
(計画)

23年度
(計画)

*4: グループ合算、管理会計(19年度ルール)、計画値は概数
*5: 業粗は一時収益等調整後 *6: 計画値は為替レート勘案後 *7 ドルベースのCAGR

(億円)

1,800

CAGR *7

＋5.6%

CAGR *7

＋7.0%

基本方針

*4



23

5ヵ年経営計画の重点戦略

存在感を増す
アジア経済圏

肥沃な北米資本市場

トレード/
キャピタルフロー

米国資本市場
へのアクセス

日本

欧州

重点戦略

 現行のリスクアペタイトを堅持しつつ、既存事業

（日系、G300等）を一段と強化

 新たな成長領域への経営資源の集中投下

 ストックベースのコスト削減と外貨調達やバーゼル

新規制を睨んだ不採算事業・アセットの縮退

− アジア： トランザクションバンキングの高度化

− 北米： 資本市場の「深み」取込み

新たな成長領域への取組み

アジアの成長取込み 米資本市場の「深み」取込み

米国内外の発行体・機関
投資家に対する金融仲介
機能提供の活性化

 Non-IG： 市場消化を前提
としたLCM/DCM/ECMの
選別的取組み

アジア域内外のトレード/
キャピタルフローの捕捉

非日系MNC：トランザクショ
ンバンキング収益拡大0

500
1000
1500
2000
2500
3000
3500

アジア 米州 EMEA
15年度 16年度 17年度 18年度 21年度 23年度

CAGR
＋7%

68%     75%       73%       74% 70%程度を維持貸出に対する
預金の割合*

* BK(含む海外現地法人、国内ブック分・他カンパニー分)、管理会計、中銀預金を含まず

貸
出

（億ドル）

 粘着性ある顧客預金増強と併せて、厳格なストレステス

ト・モニタリングにより、外貨流動性リスクを精緻に管理

 外貨ファンディングに依拠しない非金利ビジネスを成長

領域として注力、収益構造の転換を更に推進

B/Sコントロール

CAGR
＋4%
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GLOBAL TRADE REVIEW, Leaders in Trade
Best trade finance bank in East Asia & the Pacific アジアトランザクションバンキングの収益計画

ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ

ﾈｯﾄﾜｰｸ

組織
体制

ﾘｽｸﾃｲｸ

IT・事務

アジア太平洋

（除：日本・中国）

中国

日本

米州

欧州・中東・アフリカ

0%

2%

4%

6%

8%

0 4,000 8,000 12,000 16,000 20,000 24,000

CAGR
(2017-2026)

輸出額見通し
(2026, USD B)

(※）バブルサイズ：世界シェア

出所: BCG “Trade Finance Model 2017”

更なるｹｲﾊﾟﾋﾞﾘﾃｨの強化みずほの強み

強固な
顧客基盤

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな
ﾈｯﾄﾜｰｸ

（2017, 2018, 2019）

（2016, 2017, 2018）

（2019）

 成長著しいアジアにおいては、域内外のトレードフロー増加
により、収益機会拡大が見込まれる

 みずほのグローバルネットワークと、強固な顧客基盤を活
かし、ケイパビリティの抜本的強化、顧客層の更なる拡大に
より、安定的なビジネス基盤をアジアに構築

地域別の貿易量見通し（2026年）

重点戦略：アジアの成長取込み

アウォード受賞実績

トランザクションバンキング業務の更なる高度化

ｱｼﾞｱにおける
ﾄﾗﾊﾞﾝﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

THE ASIAN BANKER, Transaction Banking Awards
Best Asian International Transaction Bank in Asia Pacific

EUROMONEY Cash Management Survey (non-FI) 
Market Leader in Japan

 トレード分野の商品開発力、きめ細やかな導入サポート体制

 アジア各国の有力企業からのニーズに応える案件組成力

 全体収益に対する、アジアトランザクション収益の寄与度

 メコン地域での高いプレゼンス

 資金管理サービス分野での商品・サービス提供力

18年度
実績

19年度
計画

21年度23年度

業務粗利益

26年度 28年度

CAGR
＋9.6%

CAGR
＋7.8%

16年度
実績

17年度
実績
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重点戦略：米資本市場の「深み」取込み

米資本市場の収益計画

銀
証
連
携
モ
デ
ル
の
確
立

FHCステータス取得。社債、株式等の引受・販売開始

 カバレッジの銀証兼職
 IGフォーカス戦略 (S30/50戦略、G300戦略)の中

で、貸出を起点としたDCMクロスセルを推進

2015年 米国RBSから貸出等資産と人材を承継

米
資
本
市
場
の
深
み
取
込
み

今後の取組

 顧客基盤拡大、IG DCMのプレゼンスも大きく伸展
 IG DCMで米銀に次ぐプレゼンスを確保

2006年

18年度
実績

19年度
計画

21年度
計画

23年度
計画

業務粗利益
CAGR
＋8.4%

米国のフィープール

（USDB）

IG DCM リーグテーブル（みずほ顧客）

Rank Bank Share

1 BAML 13.6%

2 JPMorgan 12.4%

3 Citi 10.1%

4 Mizuho 8.8%

5 Wells Fargo 7.5%

6 Barclays 6.8%

7 MUFG 6.7%

8 Morgan Stanley 6.0%

9 Goldman Sachs 5.9%

10 Credit Suisse 4.6%

（出所）Dealogic、リーグテーブル：Deal value base in 2018

IG LCM
0.7

IG DCM
3.7

HY LCM
9.8

HY DCM
2.0

ECM
6.0

 RBS資産買収後に大きく成長、米銀に次ぐプレゼンスを
確保したIG DCMビジネスの強みをベースに、顧客基盤
の拡大とプロダクツ拡充により北米資本市場の「深み」
を取込み

フィーペイヤー上位200社の内78％と取引

IG 
LCM/DCM

CAGR
＋20.3%

13年度
実績

RBS資産
買収前

北米資本市場の取組状況 みずほの強みとマーケット・ポテンシャル

 IG DCMビジネスは安定領域と して取組継続
 市場消化を前提とした、HY LCM・DCM/ECMの強化

- 継続的に人材・機能を拡充
- 厳格なプロセスでの選別的採上げ
- 予兆管理・リスク管理体制の高度化

HY LCM/DCM
ECM等
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1,000

3,000

17年度実績 18年度実績 21年度計画 23年度計画 システムコスト軽減後

経費 海外基盤ｼｽﾃﾑ更改 経費率

重点戦略：コスト構造改革／選択と集中

 各地域のビジネス特性に応じて、業績に連動した報酬制度
の拡充等、コストの変動費化を加速し、トップラインボラティ
リティへの耐性強化

 固定費は、｢コスト構造改革｣施策で、経常的なコストも含め
抜本的に削減。海外基盤システムの償却負担軽減後の
加速度的な収益性の改善を展望

 顧客軸・プロダクト軸・地域軸で、採算性の観点から、
事業ポートフォリオ戦略を随時見直し

 低採算アセットの削減を通じた経営資源の捻出と、
他の成長領域への資源投下を加速

*1: 為替影響控除後、ドルベース、経費率は一時収益等調整後

経費の推移 *1

経営資源捻出

低採算アセット

現行事業の強化

新たな事業領域

｢選択と集中｣

 ミドル・バック・内部管理・IT機能に関し、同一国内の集約
に加え、地域・グローバルベースでの再配置/効率化

 ロボティックス等テクノロジーの活用・自動化を通じた
業務量削減

経費率構造改革施策効果

低採算アセット削減 前中計 実績

低
採
算
ア
セ
ッ
ト

の
削
減

成
長
領
域
へ
の

資
源
投
下

（RWA、億円） 概数、GCC管理ベース

日系

非日系

プロジェクト
ファイナンス

実績
計画

(16/3末→19/3末)

△4,200

△3,000

△1,600

△3,500

△6,000

△3,500

コスト構造の抜本的改革 選択と集中



グローバルマーケッツカンパニー
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△177

1,540 1,800
2,600

業務粗利益

経費

業務純益

5ヵ年経営計画の骨子

課題・環境認識 基本方針と重点戦略

3,600

(億円)

KPIの達成状況 収益計画

 安定的なバンキング運営やメリハリあるS&T運営の実

現と、市場を通じた様々な仲介機能の発揮と顧客への

多様な価値創造を実現

 アセットアロケーションとプロダクトラインナップ、経費

構造の最適化による安定収益基盤確立に取組むとと

もに、リスクアペタイトの異なる投資家に最適な投資機

会を提供し、市場に精通するパートナーに

 グループ一体的なビジネス推進体制の構築によりシナ
ジーを発揮

 YCCを受けたボラティリティ低下に伴うフロー減少やグ
ローバルな金融規制強化、金融市場における電子化や
AIの隆盛を背景に、市場構造変化への対応が必要

 金融危機後の金利低下局面、アベノミクス以降の株価
上昇局面での適切な運営により収益を確保

 長短スプレッドの縮小や、評価損の拡大を受けて、有
価証券ポートフォリオの再構築に着手

18年度
実績

19年度
計画

21年度
計画

23年度
計画

△1.3% 6.1% 7.0% 10.6%
当期利益

ROE

【セールス&トレーディング関連収益】 内部管理ベース

セールス&トレーディング業務

バンキング業務

15年度

実績

16年度

実績

17年度

実績

18年度

計画

18年度

実績

15年度対比

7%増

15年度対比

25%増

* グループ合算、管理会計(19年度ルール)
18年度実績は19年度管理会計ルールに組み替えて算出、計画値は概数

*
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5ヵ年経営計画におけるビジネス・収益構造の方向感

GMCの
実現すべき姿

多様な仲介機能を発揮する市場に精通したパートナー

“アジアトップクラスのグローバルマーケットプレーヤー”

＜証券ビジネス＞

投資家

＜商銀ビジネス＞

事業法人

ヘッジニーズ

維持・強化注力・拡大

運
用
ニ
ー
ズ

調
達
ニ
ー
ズ

ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰ
市場

ｾｶﾝﾀﾞﾘｰ
市場

• グループ内連携深化を通じた投資家ビジネスの確立
• 商業銀行モデルで培った強みの活用
⇒ 市場参加者間の資金好循環の実現

方向感

FX
JPY

 競争力のあるプロダクツへの特化・グローバル運営の徹底

 テクノロジーの活用等による持続可能な経費構造への転換

FX
ｱｼﾞｴﾏ

Rates
JPY

Rates
USD

Equity
Japan

Equity
US

• 対顧カンパニーとの連携を通じた最適なBS運営
• ポートフォリオの含み益化を通じた収益安定化の実現
⇒ グループ全体の収益基盤強化への貢献

方向感

外貨BS運営円貨BS運営

お客さま
法人・個人

付加価値の高い
金融ｻｰﾋﾞｽ提供

外貨預金

外貨貸出等

資金調達手段多様化への取組み

余剰資金運用 調達力強化

付加価値の高い
金融ｻｰﾋﾞｽ提供

円貨預金

円貨貸出等

機関投資家収益力強化

ALM・ポートフォリオ運営の変更

 実現益と評価損益のバランスを重視する運営

 予兆管理高度化等を通じた運用手法の高度化

粗利の変動に耐え得る経費構造・経費ガバナンス体制への転換

セールス＆トレーディング バンキング
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5ヵ年経営計画における取組み（セールス＆トレーディング業務）

みずほの特長 基本戦略と主要施策

顧客セグメント・

個社ニーズに応じた

最適なセールス＆

トレーディング体制

高度な知識・経験・

専門性を活かした

プロダクツ・

ソリューション力

非居住者 金融法人 大企業 中堅中小 リテール

対顧カンパニーと連携・協働を徹底

顧客（投資家等）

為替

国内事業法人

シェア2位*

ｺﾓﾃﾞｨﾃｨ

邦銀随一の

ラインアップ

債券

円債

顧客満足度2位*

ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ

円金利

顧客満足度4位*

株式

日本株

シェア3位*

顧客満足度2位*

みずほの強みを最大限発揮

顧客基盤・ネットワークと信頼・安心感

金融機能・市場プレゼンス

グループ一体的なビジネス推進体制

S
al

e
s

&
 T

ra
d
in

g

グローバル運営の徹底によるS&Tの強化

 金利・為替のリスクブック集約やコスト削減により収益性向上

 現物取引の強みを活かしたデリバティブのシェア向上

 日本円・米ドルのプレゼンスを更に高めるため、ドル円FX24時
間運営やE-Platform等の施策に集中的にリソースを投入

市場メカニズムに精通するパートナー

 リスクアペタイトの異なる投資家に最適な投資機会を提供

 エクイティデリバティブ等を用い、新たな顧客ニーズに対応

顧客基盤・グローバルネットワークの活用

 事業法人のディールフローと、投資家の多様なリスクアペタイト
とをマッチングさせる仲介機能を更に強化

 クロスリージョナルな商流・投資家マネーフローを捕捉し、安定
領域の拡大とともにアップサイド収益を追求

グローバルネットワークとプロダクト提供体制
の最適化により、投資家と投資家、発行体と
投資家を繋ぐ多様な仲介機能

目指す姿

*出典：国内機関投資家を対象としたGreenwich Surveyを元に作成
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5ヵ年経営計画における取組み（バンキング業務）

みずほの特長 基本戦略と主要施策

<みずほ>のポートフォリオ運営の考え方

市場環境を踏まえた金利・株式・クレジット投資への最適な
投資分散を徹底した、機動的なアセットアロケーション

安定的な収益の確保とパフォーマンス防衛の両立

リ
ス
ク
量

資
産
配
分

株式

債券

ﾌｧﾝﾄﾞ等

見通しに応じた
アロケーション
リスク量伸縮

リスク量調整

的確なアロケーション

と投資分散

機動的なポートフォリオ運営各相場局面での資産クラス分析

金
利
上
昇

金
利
低
下

リスク量
縮小

実現益と評価損益のバランスを重視しつつ、
機動的なアセットアロケーションも活用した、
ALM・ポートフォリオ運営の高度化

目指す姿

リスクテイク力の向上

 ポートフォリオの健全化によるリスクテイク力強化を通じ、安
定収益基盤を再構築

 アロケーションの現状やベンチマーク対比パフォーマンスの
分析高度化等を通じたポートフォリオ運営の強化により、
アップサイド収益を追求

実現益と評価損益のバランス重視

 実現益と評価損益のバランスを一段と重視した運営を実践
しつつ、収益ボラティリティを抑制

 将来的に「含み益を維持する運営」への転換を展望

意思決定プロセス高度化・予兆管理強化

 デジタライゼーションを通じて、意思決定プロセスを高度化

 外部知見やAI・DI等先進的テクノロジーの積極的な活用によ
り、強みである予兆管理を更に強化

収益/ポジション リスクアペタイト関連指標 ベンチマーク比較

シナリオシミュレーション 相場/予兆シグナル 各部運用状況報告
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5ヵ年経営計画における取組み（未来化プロジェクト）

未来化プロジェクトとは

中長期ロードマップに基づくインフラ整備データ蓄積基盤（データレイク）の構築

近未来
ディーリングルーム

取引執行の完全電子化・
自動化、ビッグデータを

活用する体制

010101010101010101

010101010101010101

010101010101010101

010101010101010101

ダッシュボード
可視化

予測・分析

AI・機械学習

音声

メール
テキスト

ニュース
SNS

画像
映像

非構造化データ

構造化データ

ユースケース

社内取引データ 情報ベンダー

市場系システム一元化の推進

 新勘定系システム（MINORI）への移行と同時に、商品・機能
毎に並存していたBK国内市場系システムの一元化を実施済

 TBのMINORI移行後には、BK/TB国内市場系システムの一
元化によるエンティティを跨いだ効率的な運営を展望

 国内外で乱立するシステムの集約・クラウド化・軽量化による
保守・ランニングコストを削減

GMC
中期戦略

目的

アプローチ

抜本的なシステム集約、
外部クラウド、APIの活用

アジアトップクラスのグローバルマーケットプレイヤー

既に起こっている『未来』を意識してGMCインフラを改革
G会社活用、ITベンダー・スタートアップとの協働等、あらゆる手段

大規模データがアドホックに利用可能となり、AI・活用をより広げやすい形に

クラウド開発工場（未来製作所）

次
世
代
市
場
シ
ス
テ
ム

本番化

本番化

近未来ディーリングルーム試行

試行

本番化試行

本番化試行

本番化試行

工場

アジャイル開発体制構築 ⇒ 未来製作所を稼動

本番化
本番化

1
階

2
階

3
階

中長期ロードマップに基づく更改/集約案件の着実な推進

クラウド
外部API等も
活用し集約

徐々に1階部分
にも機能侵食

本番化
本番化

更改対応規制対応

国内外・銀信証ともバラバラ

3階･2階
から着手

“ｷｬｯﾁｱｯﾌﾟ”

次世代市場
システム
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グローバルマーケッツカンパニーにおける先進的な取組み事例

<みずほ>の市場クレジット管理関連業務を集約

RPA（ロボットによる自動化）による業務効率化

テクノロジーを活用した音声入力システムの共同開発

 <みずほ>の市場クレジット管理関連業務を集約し、ノウハウを蓄積しつつ効率化を徹底すべく、2019年4月にクレジッ
トマネジメント室を新設。邦銀初で2017年に設置したCVA室をXVAチームとして再編し、XVAリスク全体の適切な
コントロールを通じ、デリバティブ市場の健全な発展とお客さまのニーズ充足に貢献していきます

 NTTコミュニケーションズ株式会社と、音声認識処理技術、テキストマイニン
グ、RPAを活用した市場商品の取引データ入力を自動化する業務効率化
ツール「音声入力システム」を共同開発

 市場慣行となっている用語や言い回しの登録、モデルのチューニングにおい
て相互に連携することで、市場で取扱う多様な商品や複数の取引管理システ
ムに対応。2019年3月からみずほ銀行における市場バンキング業務での利用
を開始し、全取引のうち約7割に及ぶ取引について、取引データ入力を自動
化し、業務効率化を実現

 みずほ情報総研の提供する、定型業務を自動化し業務効率化を実現する独自
のRPAツール「LuPa」等を活用

 各部署毎に推進担当者を設定し、現場に密着したRPA定着化を推進。2017年
度の取組み開始以降、各種RPAの活用により累計約30,000時間（年換算）以
上の業務削減を達成

XVA：OTCデリバティブにおけるクレジットリスクの評価調整であるCVA/DVAやファンディングコストに係るFVA、清算機関に差し入れる当初証拠金（Initial Margin）に係る
MVA(もしくはIM-VA)、規制資本コストに係るKVA等の総称

約定音声
認識システム

重要事項
抽出システム

RPA

発話した重要事項
を自動入力

取引管理システム



アセットマネジメントカンパニー
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61.3%

58.8%

16年度 18年度

5ヵ年経営計画の骨子 ①

前中計の振返り

前中計KPIの達成状況

 グループ内に分散した運用機能を統合し、

アセットマネジメントOneを発足

 公私募投信ビジネスにおいて残高を着実に積上げ

 年金・販売会社のお客さまからの高い評価を獲得

 コストシナジーを活かし、経費率を低減

【KPI】
AM-One

資金流出入額

公募株式投資信託 純増額

当初計画

成果

 お客さまの資産運用ニーズに応える

多様な商品ラインナップ・運用力の向上

 販売会社に対する一層のサポートを通じた

人生100年時代の資産形成支援

 効率化・先進性の追求によるコストリターンの更なる向上

課題

環
境
変
化

顧
客
ニ
ー
ズ
の
変
化

今
後
求
め
ら
れ
る
も
の

少子高齢化・
長寿命化

ライフスタイル
の多様化

低金利環境
継続

個人

 将来に向けた自助努力による

資産形成の本格化

機関投資家・
年金

 運用難による投資の多様化

ニーズが引き続き旺盛

人生100年

時代の

資産形成

サポート

高付加価値な

運用力

課題・環境認識

 健康寿命長期化による

シニア層運用ニーズ

顧客評価

経費率 *

* AM-One 経費率。過年度実績は19年度管理会計ルールに基づき算出

R&I
「投信会社満足度調査」

総合評価 1位 (18年10月)

 年金制度設計ニーズの

多様化

年金多様化への

コンサルティング力

15年度 18年度

＋0.8
兆円

（参考）
マーケット

資金流出入額
（公募株投 除ETF）

＋0.4
兆円

＋6.8
兆円

＋1.3
兆円

＋1.2
兆円

1

2

3

1 2

3

18年度
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5ヵ年経営計画の骨子 ②

基本方針と重点戦略

(億円)

 顧客の中長期志向の資産形成サポートによる

国内金融資産活性化への貢献

 アセマネビジネス本来の高い資本効率への構造転換

基本方針

収益計画

業務粗利益

経費

業務純益

業務
粗利益

18 ⇒ 23年度

＋ 130 億円

私募投信
年金

その他
＋ 30 億円

＋ 100 億円

うち

公募投信

 運用力・ソリューション提供力を強化しアセマネ機能の

付加価値を高めることで、変遷していく顧客ニーズへ

グループ一体で対応

 イノベーション・業務プロセス変革、PMIを通じて

効率性・先進性を追求

重点戦略

収益計画達成のための鍵

資産形成を
支える

運用力

公募投信
への注力

個人金融資産
活性化

* グループ合算、管理会計(19年度ルール)、概数
18年度実績は19年度管理会計ルールに組み替えて算出、特殊要因控除後

120 130
180

230

18年度

(実績)

19年度

(計画)

21年度

(計画)

23年度

(計画)

当期利益
ROE

2.5% 4.4% 7.3% 11.2%

*
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計画達成のための鍵： 公募投信への取組み ①

AMCの強み

販売会社
サポート
体制

グループ
内外

販社基盤
商品開発力× ×

資産管理型ビジネスの
促進を通じた

個人金融資産活性化

AMC

重点戦略

「貯蓄から

資産形成」

プロダクツの拡販

ゴールベース

アプローチの

支援

顧客からの高評価

重点戦略

グループ力を

活用した

商品開発推進

強み 販売会社サポート体制

200 名
AM-One
投資信託営業本部

②Oneフォーラム(販社専用Webサイト)①社内スタジオの活用

③V-CUBE展開（Web会議） ④Oneチャンネル（動画コンテンツ）

業界最大
規模

ｶｽﾀﾏｲｽﾞ情報提供

市況をﾀｲﾑﾘｰに
機動的なｾﾐﾅｰ開催

R&I 「顧客満足大賞2019」 投信販売会社部門 1位 (19年5月)

AUM
増強

AM-One を核とした資産運用サービスの提供

動画で伝える

重点
戦略

ゴールベースアプローチの支援

ゴールベース営業
の浸透支援

GB営業
支援ツール

販売員研修

ｽｷﾙ

知識

ｺﾞｰﾙ設定

運用ﾌﾟﾗﾝ
個人の

お客さま
販売会社

ゴール
ベース
営業

ビジネス

財務
経営
基盤

公募
投信

運用力
年金

コンサル
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計画期間中にシェアを

更に引き上げ
A社

B社

C社

AM-One

業界2位 ポジションへ

強み 商品開発力

0.5
0.9

0.2

18/3末 19/3末

（兆円）

「プライムOne」シリーズ

+2,100億円

「未来の世界」シリーズ

+4,000億円

*1: 公募株式投信(除くETF)

*2:  10年保有時での元本確保を目指す公募投信として、
当社調査ベース

本邦初*2

円建て
元本確保型

18年度増加額

トップ
クラス

公募投信*1 運用資産残高

ｼｪｱ 10.2%

ｼｪｱ 10.8%

6.9

AUM シェア *1AUM *1 業務粗利益

計画達成のための鍵： 公募投信への取組み ②

強み グループ内外販社基盤

250 社
販売会社数
（銀行・証券等）

業界最大
規模

ｸﾞﾙｰﾌﾟ
販社

44%

ｸﾞﾙｰﾌﾟ外

販社

56%

重点戦略 グループ力を活用した商品開発推進

ｸﾞﾙｰﾌﾟ販社
（BK/TB/SC）<みずほ>

顧客

運用会社（AM-One）
G外販社・

他投資家

など顧客ニーズ

動向協
働

G外

情報

運用

アイデア

18年度 19年度 23年度

マーケット
AUM

64兆円

AM-One
AUM

6.9兆円

21年度

AM-One CAGR: 

7.3%

ﾏｰｹｯﾄCAGR (想定) : 3.0%

目標 想定 目標 想定 目標 想定

6.6

18年度 19年度 23年度

AM-One
業務粗利益

270億円

21年度

AM-One AUM 販社別構成

ビジネス

財務
経営
基盤

公募
投信

運用力
年金

コンサル

公募投信 粗利益:

＋100億円

15.0%

14.5%

12.0%

11.3%

9.7% 9.6%

10.2%
10.8%

9%

11%

13%

15%

18年3月 19年3月
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2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2018/3 2019/3

100

200

300

400

500

600

700

1998/7 2003/7 2008/7 2013/7 2018/7

THE GRiPs

世界株式

TOPIX

ビジネス構造改革： 運用力の強化

ESG・責任投資への取組み強み

GRiPs *1 戦略の運用資産残高

ビジネス

財務
経営
基盤

公募
投信

運用力
年金

コンサル

強み 年金で培ったアセットアロケーション能力 強み オルタナティブ運用能力

海外インフラ
デットファンド

海外プロジェクト
ファイナンス

債権

アセットマネジメントOne
オルタナティブインベストメンツ

【 AMOAI 】

組成・
融資

投資

配当

他の金融機関

投資 元利払い

他の投資家

投資家に多様な投資機会を提供、グループ金融仲介機能の深化へ

運用

投資家 運用会社 投資先

エンゲージメント

ESG
インテグレーション

 ESG課題に着目したエンゲージメントを通じ、投資先の企業価値向上へ貢献

 運用プロセスへのESG組込み（ESGインテグレーション） によるリターン向上

投資資金 責任投資

運用リターン

「運用機関が行うエンゲージメント活動調査」*2 総合評価 1位 (18/12)

*2: 資産運用会社(バイサイド) 101社のうち、 エンゲージメント活動の評価が高い運用会社
について、東証一部上場企業IR担当へのアンケートにより調査。2018年 みずほ総研 実施

高付加価値な運用戦略を個人向け投信ビジネスにも展開

機関投資家向け （含む助言）

公募投信

4,654 億円

7,988 億円

合計

約 1.3 兆円

(億円)

*1: GRiPs ・・・グローバル・リスクファクター・パリティ戦略。 運用資産をリスクファクター
ベースに分解し、ポートフォリオの分散を図る点に特徴

GRiPs *1 戦略採用ファンド 運用実績
THE GRiPs

634.1
1998年7月末を100として指数化

世界株式
232.2

TOPIX
167.5

（2018/11 発足）

期間：2014年3月末
～2019年3月末
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ビジネス構造改革： 年金コンサルサービス強化

多様なチャネルによるアプローチ

DB法 省令改正による
DBガバナンス強化ニーズの高まり

iDeCo獲得基盤の拡大

みずほチャネル

+

イオン銀行

提携チャネル

職域

DC投資教育の支援

店頭

DB 企業型DC

ゴ
ー
ル
設
定

運
用
・
見
直
し

・ロボアドバイザーが最適な
ポートフォリオを提案

・運用状況に応じて、
ポートフォリオ見直し提案

フィデューシャリー
マネジメント

制度アドバイザリー (仮称)

資産運用の意思決定に

係る実務運営をサポート

（意思決定機関設置、

運用委託先･運用商品等）

既往の年金制度

アドバイザリー業務を

退職給付全般に拡張

年金業務信託 (仮称)

 年金制度運営に係る意思決定業務のサポート

 年金基金の固有業務の受託

D

C

A

P

継続投資教育の推進
ゴールベースアプローチ

DC法改正による
資産形成ニーズ・投資教育サポートニーズの高まり

ライフプランシミュレーション

・ライフイベントと退職金、

年金受給の予測値を用いて

将来の必要資金を明示

加入者の利便性向上

運用商品説明解禁

（19/7～）

JAバンク

（19/4～）（17/7～）

140 店舗 170 団体

BK・TB一体での年金総合コンサルティングアプローチ

ビジネス

財務
経営
基盤

公募
投信

運用力
年金

コンサル

強み強み

BK営業店
440 店舗

年金基金・法人 個人
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58.8%

50%

52%

54%

56%

58%

60%

18年度

(実績)

19年度

(計画)

21年度

(計画)

23年度

(計画)

 物件費・人件費の変動費化を進め、

より筋肉質な事業構造へ

 デジタルイノベーションによる

自働化・効率化と先進性の追求

⇒ 経費率（コストリターン） の更なる向上

ビジネス

財務
経営
基盤

コスト
リターン

向上

人材・
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ

ｲﾉﾍﾞー ｼｮﾝ財務構造の改革と経営基盤の強化

人事戦略： アセマネプロ人材確立

個々の業務や実績への

きめ細やかな処遇

成果に対する結果責任と

公正な評価・処遇

One to One

Pay for 
Performance

Market 
Competitive

人材マーケットに

おける競争力の強化

 ビジネス構造改革を通じ、トップラインを

極大化

コストリターンの更なる向上

業務粗利益

経費

経費率 * 計画

デジタルイノベーション

イノベーション
トランス

フォーメーション

競争業務

運用力 強化

商品開発力 強化

コンサル力 強化

非競争業務

ミドルバック
効率化

RPAを活用したミドルバック効率化

AI・ビッグデータを活用した運用戦略

 ポートフォリオのリスク分析時間の短縮

 運用手法の高度化・商品開発

 目論見書や運用報告書、月次レポートの

作成・配信業務の短縮

 高い専門性と強い使命感を持ち、

持続的に成果を出していく

アセマネプロ人材の輩出

ディープ
ラーニング
活用ファンド

「ディープAI」

「ビッグデータ
活用
日本中小型

株式ファンド」

* AM-One 経費率。19年度管理会計ルールに基づき算出



社外取締役セッション
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１．はじめに
－坂井新体制の課題

２．5ヵ年経営計画について
－2019/3期における一括損失計上の経営としての意義付け

－5ヵ年経営計画の構造（第1フェーズと第2フェーズ）

３．5ヵ年経営計画推進に向けた取組み
－経営計画を推進する体制の構築

－徹底したコミュニケーションを軸とした経営運営

４．社外取締役・監査委員会の役割
－5ヵ年経営計画のモニタリングに重点

－内部監査部門、リスク委員会、中核3社の監査等委員会との密接な連携

アジェンダ
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１．戦略子会社トップの現役化

２．執行ラインの役員スリム化と抜擢人事の推進

３．グループワイドの人材登用、外部人材の活用、育成人事への取組強化

４．グループガバナンスの一層の強化

5ヵ年経営計画を推進する体制の構築


